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ウ　規約の認証

　令和３年度末までに、規約認証の申請の実

績はない。

⑵　管理職員等の範囲の指定

　前記６⑵のとおりである

⑶　復帰に伴う経過措置

　前記６⑶のとおりである。

第８節  労働基準監督関係業務

　労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全

衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）及び船員法（昭

和 22 年法律第 100 号）並びにこれらに基づく命令

は、原則として地方公務員に対しても適用され、

勤務条件を定めるに当たっては、これらの法令の

基準を下回ることはできないとされている。

　また、公務員については、全体の奉仕者として

公共の福祉を増進するための職務に従事するとい

う特殊性に基づいて、別途、公務員関係の諸法令

が制定されており、労働基準法等の適用を除外せ

ざるを得ない場合がある。そのため、公務の特殊

性を考慮しながら労働基準の監督を行う必要があ

り、公務員としての特殊性が相対的に強く、かつ

労働基準法等の適用についても特例が設けられて

いる一般職の地方公務員（労働基準法別表第１号

から第 10 号まで及び第 13 号から第 15 号までに掲

げる事業に従事する者を除く。）については、地方

公務員法第 58 条第５項の規定により、人事委員会

又はその委任を受けた人事委員が労働基準監督機

関の役割を果たすこととされている。これは、人

事委員会が中立的な人事行政の専門機関であり、

地方公共団体の事業所に対して、適切な監督権の

行使を期待されているからである。

　当委員会は、沖縄県人事委員会の権限の一部を

人事委員会の委員に委任する規則（昭和 48 年人事

委員会規則第１号）を制定し、労働基準監督機関

の職権の行使を、委員長の職にあるものに委任し

ている。

　また、職権行使に際しての技術的及び専門的な

知識、資料その他の便宜の供与のため、地方公務

員法第８条第６項の規定に基づき、昭和 47 年９月

１日付けで、沖縄労働基準局長との間で協定を締

結し、また、昭和 48 年 11 月１日付けで、単純労

務職員の取り扱う特定機械等の認可等についての

権限を労働基準監督署等が行使する内容の協定を

新たに締結した。以後、事業所の新設・改廃等の

都度その改定を行っている。

　本県における事業所の労働基準法別表第１の号

別区分は、別表のとおりであり、これらの事業所

について、平成 14 年度に実態調査基本方針等を策

定し、書面及び実態調査を行い、労働基準法及び

労働安全衛生法等の法令遵守のための監督を行っ

ている。

（資料編　労働基準監督関係　労働基準監督機関と

しての主な職権行使件数）
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